
企業立地促進補助金に係る主な手続きの流れ

企 業 県

「企業立地計画書」（様式第1号又は様式第1号の2）の提出

立地計画の実施

受理
審査

受理
審査

受理
審査

受理

候補企業の
指定通知

内定・交付予定額通知

交付決定、額の確定通知

補助金の支払い

期　　日区　分

新 設

増　設

うち賃貸・リース

うち賃貸・リース

うち
立地5年以内

用地を取得した日から工場等の建設着手後60日を経過
する日までと、操業を開始する日のいずれか早い日まで

賃貸又はリース契約日から起算して60日を経過する日
までと、操業を開始する日のいずれか早い日まで

工場等の建設着手予定日から起算して30日前まで

県内において操業を開始してから5年を経過する日と、
工場等建物の建設着手予定日から起算して30日前の
いずれか早い日まで

賃貸又はリース契約予定日から起算して30日前まで

立地計画に変更がある場合は、あらかじめ「立地計画変更承認申請書」
（様式第2号）を提出

操業開始後、速やかに
「操業開始届出書」（様式第3号）の提出

地元常用雇用者の雇用確定後、速やかに
「事業完了届出書」（様式第4号）の提出

（雪対策補助の場合、設備の設置完了後、速やかに
「設置完了届出書」（様式第5号）の提出

操業開始から1年以内
※賃貸・リースの場合は、翌年5月31日まで

「補助金交付申請書」の提出

補助金交付日の翌年度から起算して5年間の保存義務があります
帳簿等の整理

本社機能の移転・拡充に関する支援制度（地方拠点強化税制）
国の特例措置

本県の課税免除等

施設整備計画に従って対象施設※を
新設又は増設すること
※取得価額3,800万円（中小企業者
1,900万円）以上の事務所・研究所・
研修所の建物等

※1　主な認定要件
 ①特定業務施設を整備すること
  特定業務施設とは、調査・企画部門、情報処理部門、研究開発部門、国際事業部門、情報サービス

事業部門、その他管理業務部門のために使用される事務所、又は研究所（事務所以外の施設内に
おいて研究開発を行う部門を含む）もしくは研修所のいずれかに該当するもの。

 ②整備する特定業務施設において、従業員が5人（中小企業者1人）以上増加すること。
 　（移転型の場合は増加させる従業員の過半数が東京23区からの転勤者であること、又は初年度に

過半数かつ計画期間中の1/4以上が東京23区からの転勤者であること）
 ③令和6年3月31日までに計画の認定を受けること（事業期間は令和11年3月31日まで）

①独立行政法人中小企業基盤整備機構による債務保証
②日本政策金融公庫による融資制度
③地方税の課税免除又は不均一課税

その他関連する
支援措置

一定の要件（※1）を満たした場合、次のような制度を利用できる可能性があります。

移転型特例措置

区　分

事業税 課税免除（３年間）

課税免除

通常税率の1/10

移転型

移転型

拡充型
不動産取得税

税　率 要　件

オフィス減税

特定業務施設の取得価額に対し、
特別償却25％又は税額控除7％
（対象：建物、建物附属設備・構築物）
（取得価額 ： 2,500万円以上
  中小企業者1,000万円以上）

①　新規雇用者1人当たり90万円
 （50万円＋上乗せ分40万円）を税額控除
②　転勤者1人あたり80万円
 （40万円＋上乗せ分40万円）を税額控除
③ 上乗せ分は最大3年間継続

※同一事業年度において、オフィス減税と雇用促進税制の併用はできません（雇用上乗せ分は除く）

①　新規雇用者1人当たり30万円を
 税額控除
②　転勤者1人あたり20万円を

 税額控除 

特定業務施設の取得価額に対し、
特別償却15％又は税額控除4％
（対象：建物、建物附属設備・構築物）
（取得価額 ： 2,500万円以上
  中小企業者1,000万円以上）

（東京23区にある本社機能を地方に移転する場合）
拡充型
（地方にある本社機能を拡充する場合）

雇用促進税制
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地域の特性を生かして高い付加価値を創出し、地域の事業者に対する経済的波及効果を及ぼす
ような「地域経済を牽引する事業（地域経済牽引事業）」を実施する事業者が、「地域経済牽引事業
計画」を作成し、県の承認及び国の確認を受けた場合は、様々な支援を受けることができます。

●「地域経済牽引事業計画」を作成し、県の承認を受ける必要があります。

●県の承認を受けるには、第二期山形県ものづくり分野基本計画に定める要件（1 地域の特性を
活用、2 付加価値創出額、3 経済的効果）を満たす必要があります。

●課税の特例措置を受けるには、建物の工事着工前に県の承認を受け、機械装置等の取得前に、
国から確認書の交付を受ける必要があります。

国の確認（法第25条）を受けた地域経済牽引事業を行う事業者に対し、土地・建物等に係る地方税
（不動産取得税・固定資産税）が一部免除される場合があります。

建物等は県の承認後に工事着工するもの、機械装置等は、国の確認後に取得するものが課税特
例の対象となります。

正式名称 ： 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律

課税の特例の内容
対 象設備

機械装置、器具備品 40％

50％

20％

4％

5％

2％

上乗せ要件を満たす場合

建物・附属設備・構築物

特別償却 税額控除

※税額控除や特別償却により、設備投資を行った初
年度の法人税等の負担を軽減

※対象資産の取得価額の合計額のうち、本税制の
支援対象となる金額は各事業80億円を限度

①山形県の大学や研究機関などが保有する世界最先端の
有機エレクトロニクス・バイオ技術を活用した産業の集積

②山形県の成長期待分野（自動車、航空機、ロボット、環境・
エネルギー、医療・福祉・健康、食品・農業用機械）に
おける産業の集積

③山形県の電気機械器具製造業、電子部品・デバイス・
電子回路製造業、窯業・土石製品製造業、繊維工業等
の特化した強みを持つ産業の集積
　（※①、②以外の製造業に関する事業を行う場合）

④山形県のものづくり産業を支える高等教育機関等の人材
を活用した企業支援型サービス等の産業の集積
　（※間接的に製造業を支える事業を行う場合。
  情報通信業・ソフト産業・コールセンター業等を想定）

2 事業の実施により、県内平均以上の付加価値額の増加
（3,620万円を上回る増加分）が見込まれること
3 売上または雇用者数の増加（売上は開始年度比9％（年率2％
程度）以上、雇用は開始年度比4人以上）により、事業に一定の
経済効果があると認められること

地方税の課税免除（県税：不動産取得税、市町村税：固定資産税）

対 象 税目

不動産取得税（県税）

固定資産税（市町村税） 通常類型

サプライチェーン類型

・労働生産性の伸び率が4％以上又は投資収益率が5％以上
〈上乗せ要件〉（※通常類型のみ対象。以下の両方を満たすことが必要）
・直近事業年度の付加価値増加率が8％以上
・労働生産性の伸び率が4％以上かつ投資収益率が5％以上

土地・建物

土地・建物・構築物

対象 ※取得価額合計1億円超（農林漁業関連は5千万円
超）が要件

※土地は、取得の日の翌日から起算して1年以内に
建物又は構築物の建設に着手した場合に限る

※土地は、対象建物の水平投影面積のみが対象

令和4年4月1日～令和8年3月31日
山形県全域

第二期山形県ものづくり分野基本計画 計画期間
促進区域

1. 先進性を有すること
2. 総投資額が2,000万円以上
3. 前年度の減価償却費の10％を超
える投資額

4. 対象事業の売上高伸び率≧過去5
事業年度の対象事業に係る市場
規模の伸び率＋5％

5. 対象事業の売上高伸び率がゼロ
を上回る

・ 国の確認を得たこと
・ 土地、構造物、家屋の取得合計額
が1億円超

 （農林漁業関連業種は5千万円超）

（
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〜
④
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と
）
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機械装置 等

建 物 等 対 象 外

①県への承認申請
（企業→県）

②県承認
（県→企業）

③国への承認申請
（企業→国）

④国確認
（国→企業）

対 象 外

工事着工 取得

取得

地域未来投資促進法による支援

地域未来投資促進法とは ●手続きの流れと要件

●国の確認要件の「先進性」とは

工事着工と手続きのタイミング

山形県 国
事業者

①承認申請

②承認

③確認申請

④確認

国の確認要件
（国税の課税特例 要件）

地方税の特例 要件

設備投資に対する支援措置

地域未来投資促進法に基づく支援を受けるには 工事着工前の手続きが必要です。

地域経済牽引事業計画

地域経済牽引事業の承認要件
※1～3のすべてを満たすこと

・海外への生産拠点の集中の程度が50％以上の製品を製造
・事業を実施する都道府県内の取引額の増加率が5％以上　等
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地域の特性を生かして高い付加価値を創出し、地域の事業者に対する経済的波及効果を及ぼす
ような「地域経済を牽引する事業（地域経済牽引事業）」を実施する事業者が、「地域経済牽引事業
計画」を作成し、県の承認及び国の確認を受けた場合は、様々な支援を受けることができます。

●「地域経済牽引事業計画」を作成し、県の承認を受ける必要があります。

●県の承認を受けるには、第二期山形県ものづくり分野基本計画に定める要件（1 地域の特性を
活用、2 付加価値創出額、3 経済的効果）を満たす必要があります。

●課税の特例措置を受けるには、建物の工事着工前に県の承認を受け、機械装置等の取得前に、
国から確認書の交付を受ける必要があります。

国の確認（法第25条）を受けた地域経済牽引事業を行う事業者に対し、土地・建物等に係る地方税
（不動産取得税・固定資産税）が一部免除される場合があります。

建物等は県の承認後に工事着工するもの、機械装置等は、国の確認後に取得するものが課税特
例の対象となります。

正式名称 ： 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律

課税の特例の内容
対 象 設備

機械装置、器具備品 40％

50％

20％

4％

5％

2％

上乗せ要件を満たす場合

建物・附属設備・構築物

特別償却 税額控除

※税額控除や特別償却により、設備投資を行った初
年度の法人税等の負担を軽減

※対象資産の取得価額の合計額のうち、本税制の
支援対象となる金額は各事業80億円を限度

①山形県の大学や研究機関などが保有する世界最先端の
有機エレクトロニクス・バイオ技術を活用した産業の集積

②山形県の成長期待分野（自動車、航空機、ロボット、環境・
エネルギー、医療・福祉・健康、食品・農業用機械）に
おける産業の集積

③山形県の電気機械器具製造業、電子部品・デバイス・
電子回路製造業、窯業・土石製品製造業、繊維工業等
の特化した強みを持つ産業の集積
　（※①、②以外の製造業に関する事業を行う場合）

④山形県のものづくり産業を支える高等教育機関等の人材
を活用した企業支援型サービス等の産業の集積
　（※間接的に製造業を支える事業を行う場合。
  情報通信業・ソフト産業・コールセンター業等を想定）

2 事業の実施により、県内平均以上の付加価値額の増加
（3,620万円を上回る増加分）が見込まれること
3 売上または雇用者数の増加（売上は開始年度比9％（年率2％
程度）以上、雇用は開始年度比4人以上）により、事業に一定の
経済効果があると認められること

地方税の課税免除（県税：不動産取得税、市町村税：固定資産税）

対 象 税目

不動産取得税（県税）

固定資産税（市町村税） 通常類型

サプライチェーン類型

・労働生産性の伸び率が4％以上又は投資収益率が5％以上
〈上乗せ要件〉（※通常類型のみ対象。以下の両方を満たすことが必要）
・直近事業年度の付加価値増加率が8％以上
・労働生産性の伸び率が4％以上かつ投資収益率が5％以上

土地・建物

土地・建物・構築物

対象 ※取得価額合計1億円超（農林漁業関連は5千万円
超）が要件

※土地は、取得の日の翌日から起算して1年以内に
建物又は構築物の建設に着手した場合に限る

※土地は、対象建物の水平投影面積のみが対象

令和4年4月1日～令和8年3月31日
山形県全域

第二期山形県ものづくり分野基本計画 計画期間
促進区域

1. 先進性を有すること
2. 総投資額が2,000万円以上
3. 前年度の減価償却費の10％を超
える投資額

4. 対象事業の売上高伸び率≧過去5
事業年度の対象事業に係る市場
規模の伸び率＋5％

5. 対象事業の売上高伸び率がゼロ
を上回る

・ 国の確認を得たこと
・ 土地、構造物、家屋の取得合計額
が1億円超

 （農林漁業関連業種は5千万円超）
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機械装置 等

建 物 等 対 象 外

①県への承認申請
（企業→県）

②県承認
（県→企業）

③国への承認申請
（企業→国）

④国確認
（国→企業）

対 象 外

工事着工 取 得

取 得

地域未来投資促進法による支援

地域未来投資促進法とは ●手続きの流れと要件

●国の確認要件の「先進性」とは

工事着工と手続きのタイミング

山形県 国
事業者

①承認申請

②承認

③確認申請

④確認

国の確認要件
（国税の課税特例 要件）

地方税の特例 要件

設備投資に対する支援措置

地域未来投資促進法に基づく支援を受けるには 工事着工前の手続きが必要です。

地域経済牽引事業計画

地域経済牽引事業の承認要件
※1～3のすべてを満たすこと

・海外への生産拠点の集中の程度が50％以上の製品を製造
・事業を実施する都道府県内の取引額の増加率が5％以上　等
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